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TOKYO PRO Marketへの上場目的の開示について 

 

 

株式会社東京証券取引所が2026年4月3日付で公表した「TOKYO PRO Marketへの上場目的の開示のお願い」

を踏まえ、当社のTOKYO PRO Marketへの上場目的及び上場目的の実現状況に関する評価・開示方針について、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．TOKYO PRO Marketへの上場目的 

当社は、不動産関連事業を主たる事業として、顧客の不動産取得、建築、資産形成に関するニーズに対し、

事業部門間の連携を通じたサービス提供を行っております。今後、当社が持続的に成長していくためには、既

存事業の収益基盤をさらに強化するとともに、営業エリアの拡大、建築事業との一体的な事業展開、人材採用

力の向上、資金調達手段の多様化及び内部管理体制の高度化を進めていくことが重要であると認識しておりま

す。 

当社は、TOKYO PRO Marketへの上場を通じて、以下の目的の実現を目指しております 

 

 （１）社会的信用力・知名度の向上 

不動産関連事業は、顧客、取引先、金融機関、協力会社等との継続的な信頼関係を基盤として成り立つ

事業であります。特に、不動産取引や建築工事は取引金額が大きく、顧客にとっても重要な意思決定を伴

うことから、企業としての信用力、透明性及び継続性が重要であると認識しております。 

当社は、株式会社東京証券取引所が運営する TOKYO PRO Marketへの上場を通じて、上場会社としての社

会的信用力及び知名度の向上を図り、顧客、取引先、金融機関及び協力会社からの信頼を一層高めてまい

ります。これにより、既存取引の拡大、新規取引先との関係構築、協力会社との連携強化を進め、当社の

事業基盤の拡充につなげてまいります。 

 

 （２）事業拡大及び営業エリア拡大に向けた成長基盤の構築 

当社は、現在の事業基盤をさらに強化し、不動産販売と建築を連携させた事業展開を進めることで、顧

客への提供価値を高めていく方針です。今後は、既存エリアにおける営業力の強化に加え、事業機会や市

場環境を踏まえた新たな営業拠点の展開、販売チャネルの拡大、各事業領域（ガレージオフィス事業領域、

都市型三階建ビル事業領域、分譲事業領域）間の一体的な展開によるシナジーの創出との連携強化等を通

じて、事業成長の機会を着実に取り込んでまいります。 

TOKYO PRO Marketへの上場により得られる信用力及び認知度を活用し、顧客基盤の拡大、取引先・協力

会社との関係強化、金融機関との取引円滑化を図ることで、既存事業の成長及び新たな事業機会の創出を

目指してまいります。 
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（３）資金調達手段の多様化及び財務基盤の強化 

不動産関連事業の拡大には、仕入資金、建築関連資金、運転資金、拠点展開に伴う投資資金等、事業成

長に応じた資金需要が発生します。当社は、これまでも金融機関との関係を重視しながら事業を展開して

まいりましたが、今後のさらなる成長に向けては、資金調達手段の多様化及び財務基盤の強化が重要であ

ると考えております。 

TOKYO PRO Marketへの上場を通じて、金融機関等からの信用力の向上を図るとともに、事業計画に応じ

た資金需要を適切に把握し、借入、私募債、その他の資金調達手段の選択肢を広げてまいります。これに

より、財務健全性を維持しながら、事業機会に対して機動的に対応できる財務体制の構築を目指してまい

ります。 

 

（４）優秀な人材の確保及び組織体制の強化 

当社の持続的な成長には、不動産営業、建築、施工管理、管理部門等の各領域において、専門性と実行

力を有する人材の確保・育成が不可欠です。特に、今後の事業規模拡大及び営業エリア拡大を見据えると、

現場を支える人材と、会社全体の管理体制を支える人材の双方を継続的に確保していく必要があります。 

TOKYO PRO Marketへの上場により、採用市場における認知度及び信用力を高め、優秀な人材の採用力向

上と定着率の向上を図ってまいります。また、不動産営業、建築、施工管理、管理部門等の各領域におけ

る人材の確保・育成に加え、教育・研修、業務標準化、権限・責任の明確化を進めることで、属人的な業

務運営に過度に依存しない組織体制を構築し、事業拡大に対応できる経営基盤を整備してまいります。 

 

（５）ガバナンス・内部管理体制・情報開示体制の強化 

当社は、TOKYO PRO Market への上場準備を通じて、J-Adviser、監査法人、監査役、外部専門家等から

の助言を受けながら、ガバナンス体制、コンプライアンス体制、内部管理体制及び情報開示体制の整備を

進めてまいります。 

上場後も、適時かつ適切な情報開示、取締役会・監査役による監督機能の実効性向上、内部統制の継続

的な改善、法令遵守体制の強化に取り組んでまいります。また、社内規程、職務権限、業務フロー、内部

監査、リスク管理、反社会的勢力排除、情報管理等の体制を継続的に見直し、株主、投資家、顧客、取引

先、従業員その他のステークホルダーから信頼される企業体制の構築を目指してまいります。 

 

（６）将来的な一般市場へのステップアップに向けた準備 

当社は、TOKYO PRO Market への上場を、将来的な一般市場へのステップアップに向けた重要な成長過程

の一つと位置づけております。まずは、TOKYO PRO Market上場会社として、適時開示、発行者情報の作成・

開示、コーポレート・ガバナンス体制の運用、内部管理体制の継続的改善等を着実に実施し、上場会社とし

ての実績を積み重ねてまいります。 

そのうえで、事業規模、収益力、財務基盤、内部管理体制、人材体制、情報開示体制等を総合的に強化

し、一般市場上場会社に求められる水準を意識しながら、中長期的には一般市場への上場も視野に入れ、持

続的な企業価値の向上に努めてまいります。 

 

２．上場目的の実現状況に関する評価・開示方針 

当社は、TOKYO PRO Market への上場後、上記の上場目的の実現状況について、毎年１回以上、定期的に評

価し、発行者情報、コーポレート・ガバナンス報告書、支配株主等に関する事項その他の開示資料とあわせて、

必要な情報開示を行ってまいります。 

評価にあたっては、社会的信用力・知名度の向上、事業拡大及び営業エリア拡大、人材採用・定着、資金調

達手段の多様化、ガバナンス・内部管理体制の強化、一般市場へのステップアップに向けた準備状況等につい

て、定性的・定量的な観点から確認してまいります。 

なお、上場目的の実現状況について十分な進捗が得られていないと判断される場合には、その要因を分析し、

今後の対応方針をあわせて開示することで、投資家及び関係者に対する説明責任を果たしてまいります。 




